
対コロナの限定延長が全体に適用へ 

 令和 3 年税制改正で、住宅ローン控除が

通常 10 年間適用のところ、13 年間適用に

なりました。この適用を受けるには注文住

宅の場合、令和 2年 10月～3年 9月に契約

したもの、分譲住宅等の場合、令和 2年 12

月～3年 11月に契約したもので、4年 12月

までに入居した住宅が対象です。 

 今回の改正では令和 2 年度には要件とし

てあった「新型コロナウイルス感染症の影

響」は含まれていないので、契約・入居の期

間と住宅ローン控除の要件を満たしていれ

ば、消費税率上昇に対する経済対策として

設けられた特例と同様、13年間の控除が受

けられます。 

 

新設された 40平方メートルのルール 

 さらに従来「50平方メートル以上」だっ

た床面積の要件が、「40平方メートル以上」

に拡充されました。ただし、40平方メート

ル以上 50 平方メートル未満の住宅につい

ては、合計所得金額が 1,000 万円以下の方

のみ適用となります。 

 この新ルールでちょっと注意しなければ

ならないのが、「床面積」の扱いです。床面

積の算出方法には壁芯面積（壁の中心線か

ら測定）と内法面積（壁の内側から測定）の

2 種類があります。分譲マンション等の場

合、インターネットや販売チラシには壁芯

面積の表示がされていることが多いため、

広告では 40 平方メートルを超えているの

に、住宅ローン控除適用要件である床面積

を登記簿上記載の内法面積で見ると 40 平

方メートルを下回る可能性もあります。内

法面積が 40 平方メートルを超えないと住

宅ローン控除が適用とはなりませんのでご

注意ください。 

 

控除率１％が問題視されている？ 

 今回の改正では、控除割合 1％は従来と変

わりませんでしたが、令和元年に出された

会計検査院の指摘事項の中に「借入残高の

1％を税額控除するのははたして妥当なの

か。金利と比較すると恩恵を受けすぎてい

る人が多いのではないか」といった指摘も

あり、今後も低金利が続くようであれば控

除割合の低下による制限が出てくる可能性

もあります。今後の動きに注目です。 
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控除可能期間が13年に延長 

令和 3年度住宅ローン控除の改正 

家は大きな買い物で、適

用される制度も多い。す

まい給付金や贈与税非

課税措置なんかも調べ

ておこう。 


